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Ⅰ 人財育成基本方針策定の目的

１ 人財育成基本方針策定の目的

本町では、町民の負託や要望に速やかかつ的確に応えることができる職員を育成す

るため、平成13年５月に策定した「厚岸町人材育成基本方針」に基づき、職員研修、

人事評価制度などを実施し「人財」の育成に取り組んできました。

しかし、少子化や人口減少の急速な進行、基幹産業を取り巻く環境がさらに厳しさ

を増すなか、社会経済情勢が大きく変化し、「行政組織のスリム化」が求められてい

るほか、職員の心身の健康保持のためワークライフバランスに取り組む必要があり、

これまで以上に限られた財源と人材のより効果的な活用が求められています。

一方、近年の本町では、退職者の増加や過去の職員採用の偏りなどから、職員の年

齢構成バランスの不均衡が生じ、次の管理職及び中核的業務を担う係長職の人材が不

足しているほか、人とのかかわりを多く好まないという時代背景もあり、職員間のコ

ミュニケーション不足から、基礎的な業務能力や部署間の調整能力が引き継がれず、

職員個々の能力向上や発揮が十分になされていない状況も見受けられるなど、組織上

の課題が発生しています。

このような状況の中、町民の負託や要望に応え、第６期厚岸町総合計画に掲げる、

“あっけし”の新時代を創造していくためには、複雑・高度化する地域の課題を自ら

発見し、考え、行動し、解決していく職員個々の能力の向上と組織力の強化を図って

いく必要があります。こうしたことから、目指すべき組織像・職員像を明らかにし、

厚岸町の将来を担う真に「人財」といえる職員の育成と確保をするため、現基本方針

を見直し、新たな『厚岸町職員人財育成基本方針』を策定するものです。

～「人材」から「人財」へ～

本町では、知識や技術を習得し個人の資質や能力を高めることで、厚岸町

の「財産」と言える職員（人財）を育成していくことを目指します。

本方針において、目指す職員を指す場合は「人財」と、それ以外は「人材」

と表記します。
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２ 厚岸町の現状と課題

(1) 組織力の強化

定年退職者や早期退職者の増加、過去の職員採用の偏りなどにより、職員の年齢

構成バランスの不均衡が生じており、次の管理職及び係長職を担う人材が不足して

いる現状にあります。

また、予算の作成や執行管理、期日の厳守、文書・議案・例規の作成など、公務

を行う上で必要となる基礎的な知識のほか、新しい施策や困難度の高い業務に対応

できる能力の開発や技術の継承が円滑に行われていない状況も見受けられます。

このため、職員の採用は、将来の年齢構成バランスを考えた計画的な採用に努め、

再任用職員は、次代を担う若年層の育成と業務の円滑な遂行を考えた配置と活用を

検討をしていく必要があります。

また、町職員として、法規範を遵守し、社会規範に則り公正に行動ができ、町民

から信頼を得ることができる「高い倫理観」と「責任感」を持ち、社会情勢の変化

や新しい施策について、自ら創造し、実践していくことができる職員の育成に努め

ていく必要があります。

(2) 社会情勢への対応と業務の効率化

町民のニーズの多様化や社会情勢の変化などにより、町が行う業務も年々増加し、

職員の時間外勤務も増加の傾向にあります。

一方では、少子化や人口減少の進行、経済情勢の変化により、町財政の状況が厳

しさを増す中、行政組織のスリム化や職員数の削減による人件費の抑制が求められ

ており、職員一人ひとりの意識改革と能力の向上、所属部署の垣根を越えた協力体

制の構築、スクラップアンドビルドを基本とした業務の再構築と効率化を進めてい

く必要があります。
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(3) 健康で働ける職場づくり

近年、長時間の時間外勤務や人との関わりが起因となり、心身のバランスや健康

が維持できなくなり、望まない退職や長期の休暇・休職となる職員が増えています。

職員が健康で働ける職場にしていくためには、職員間の信頼関係の構築など良好

な人間関係づくりや、的確な業務目標の設定、適正な業務量の配分、公正な人事評

価を実施し、職員個々が意欲を持ち、やりがいを感じて働くことのできる職場環境

づくりを進めるとともに、福利厚生制度を利用しやすい環境づくりに努めていく必

要があります。

また、令和元年５月策定の「厚岸町職員のワークライフバランスの推進に関する

指針」を基本とした、職員の意識改革や業務の改革・改善による時間外勤務の縮減

などに積極的に取り組んでいく必要があります。

(4) 女性職員の活躍推進

本町では、平成28年４月策定の「次世代育成推進法・女性活躍推進法に基づく厚

岸町特定事業主行動計画」を基本とし、職務遂行能力のほか、職務に対する意欲や

責任感に応じ、性別を区別することなく、女性職員の新規採用や多様なポストへの

登用に取り組んできました。

令和２年４月現在の女性職員の人数と割合は、［全職員294人中123人・41.8％］、

［管理職56人中14人・25％］、［係長相当職54人中16人・29.6％］となっています

が、課長職においては［24人中１人・4.1％］となっており、さらにこのうち一般

事務職における女性の課長職は０人と、女性職員の課長職の登用ができていない状

況です。

女性職員の活躍を推進していくためには、仕事と家庭の両立ができる環境整備は

もとより、公正な人事評価、意識改革及び能力開発を図るためなどの研修等の実施

及び職員個々の積極的な参加を促進していく必要があります。
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Ⅱ 目指す組織像・職員像

１ 目指す組織像

良い人財は良い組織をつくり、良い組織は良い結果を生み出します。

お互いに気持ち良く仕事ができることは、職員のモチベーションの維持にも大切な

ことです。

職員一人ひとりの成長とともに、組織としても成長していけるよう取り組みます。

(1) 目標を共有し、積極的かつ柔軟に取り組む前向きな組織

(2) 適切なコミュニケーションを図る中で、信頼関係を築くことができる組織

(3) お互いの事情や気持ちを考え、思いやりを持ち、助け合うことができる組織

２ 目指す職員像

全ての職員が目標とする姿として、求められる職員像と向上すべき資質・能力を定

め、人財育成に取り組みます。

(1) 全体の奉仕者として公正性の高い倫理観、使命感、責任感を持ち、町民の信頼

が得られる職員

(2) コスト意識や変革する住民ニーズの把握、分析などの経営感覚を持ち、新たな

発想で時代の変化や課題に柔軟に対応できる職員

(3) 必要な知識・技術を積極的に習得し、町が抱える行政課題や住民ニーズに、自

ら解決する気概を有し、施策を創り上げ、最後までやり遂げることができる職員

(4) 町民とコミュニケーションをとり、職員間の和を持ちながら行動することがで

きる職員

(5) 業務の効率化や働き方改革の推進など、組織課題に積極的に取り組むことがで

きる職員
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Ⅲ 職員に求められる能力

１ 全職員に求められる能力

目指すべき職員像に近づくためには、倫理感や責任感などの「基本的に必要とされ

る資質・能力」をはじめ、職務、職層により「政策形成能力」、「コミュニケーショ

ン能力」、「業務遂行能力」など広く・深い知識や能力が必要です。

「全職員に求められる能力」は次のとおりです。

政策形成能力 社会情勢の変化や行政ニーズを的確に捉え、柔軟な発想で、有

効な方策を企画立案することができる能力

コミュニケー 住民や職員と円滑かつ適切にコミュニケーションをとり、物事

ション能力 の調整や、相手を説得しながら理解を得る能力

業務遂行能力 職務を行う上で必要な技術や知識を有するとともに、関連知識

（技術）の習得や現状に対する問題意識を常に持ち、職務を適

切に遂行する能力
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２ 課長級に求められる能力

１ 倫理 全体の奉仕者として、高い倫理感を有し、課等の課題に責任を持っ

て取り組むとともに、服務規律を遵守し、公正に職務を遂行するこ

とができる。

２ 構想 所管行政を取り巻く状況を的確に把握し、住民の視点に立って、行

政課題に対応するための方針を示すことができる。

３ 判断 課等の責任者として、適切な判断を行うことができる。

４ 説明・ 所管行政について適切な説明を行うとともに、組織方針の実現に向

調整 け、関係者と調整を行い、合意を形成することができる。

５ 業務運営 コスト意識と組織全体の働き方改革の意識を持って効率的に業務を

・働き方 進めることができる。

６ 組織統率 適切な業務配分・労務管理を行った上、進捗管理及び的確な指示を

・人材育成 行い、成果を挙げるとともに、部下の指導・育成を行うことができ

る。

３ 課長補佐級に求められる能力

１ 倫理 全体の奉仕者として、担当業務の第一線において責任を持って課題

に取り組むとともに、服務規律を遵守し、公正に職務を遂行するこ

とができる。

２ 企画・立 組織や上司の方針に基づいて、施策の企画・立案や事務事業の実施

案、事務事 の実務の中核を担うことができる。

業の実施

３ 判断 担当する事案について、適切な判断を行うことができる。

４ 説明・ 担当する事案について論理的な説明を行うとともに、関係者と粘り

調整 強く調整を行うことができる。

５ 業務遂行 段取りや手順を整え、効率的な業務を進めることができる。また、

・働き方 組織内の働き方改革に向けて積極的な取組を行うことができる。

６ 部下の育 適切な部下の指導、育成及び活用を行うことができる。

成・活用
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４ 係長級に求められる能力

１ 倫理 全体の奉仕者として、責任を持って業務に取り組むとともに、服務

規律を遵守し、公正に職務を遂行することができる。

２ 課題 担当業務に必要な専門的知識・技術を習得し、問題点を的確に把握

対応 し、課題に対応することができる。

３ 協調性、 上司・部下等と協力的な関係を構築するとともに、適切な状況報

報告・連絡 告、連絡等を行い、上司の指示を部下に徹底することができる。

４ 説明 担当する事案について分かりやすい説明を行うことができる。

５ 業務遂行 計画的に業務を進め、担当業務全体のチェックを行い、確実に業務

・働き方 を遂行することができる。また、係内の働き方改革に向けて積極的

な取組を行うことができる。

５ 主査級に求められる能力

１ 倫理 全体の奉仕者として、責任を持って業務に取り組むとともに、服務

規律を遵守し、公正に職務を遂行することができる。

２ 課題 担当業務に必要な専門的知識・技術を習得し、問題点を的確に把握

対応 し、課題に対応することができる。

３ 協調性、 上司・部下等と協力的な関係を構築し、適切な状況報告、連絡等を

報告・連絡 行うことができる。

４ 説明 担当する事案について分かりやすい説明を行うことができる。

５ 業務遂行 計画的に業務を進め、確実に業務を遂行することができる。また、

・働き方 働き方改革に向けて積極的な取組を行うことができる。
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６ 主任級に求められる能力

１ 倫理 全体の奉仕者として、責任を持って業務に取り組むとともに、服務

規律を遵守し、公正に職務を遂行することができる。

２ 課題 担当業務に必要な知識・技術を習得し、課題に適切に対応すること

対応 ができる。

３ 協調性、 上司・同僚等と協力的な関係を構築し、適切な状況報告、連絡等を

報告・連絡 行うことができる。

４ 業務遂行 意欲的に業務に取り組むことができる。また、働き方改革に向けて

・働き方 積極的な取組を行うことができる。

７ 主事級に求められる能力

１ 倫理 全体の奉仕者として、責任を持って業務に取り組むとともに、服務

規律を遵守し、公正に業務を遂行することができる。

２ 知識・ 業務に必要な知識・技術を習得することができる。

技術

３ コミュニ 上司・同僚等と円滑かつ適切なコミュニケーションをとることがで

ケーション きる。

４ 業務遂行 意欲的に業務に取り組むことができる。また、働き方改革に向けて

・働き方 積極的な取組を行うことができる。

８ 会計年度任用職員に求められる能力

１ コミュニ 上司・同僚等と円滑かつ適切なコミュニケーションをとることがで

ケーション きる。

２ 業務遂行 意欲的に業務に取り組むことができる。
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Ⅳ 人財育成の方針

１ 人事管理

人事管理では、採用、異動、昇任等を通じて職員一人ひとりの意欲と能力を最大限

に引き出し、効果的に行政執行に活かすことを一つの目的としています。いかに職員

のやる気を引き出せるかを人事管理の面から考え、人財育成に取り組んでいきます。

(1) 人財の確保

一般職、専門職ともに広い視野を持ち、時代の変化に柔軟に対応できる人財とな

り得る職員を確保するため、公平性・公正性を保ちながら、人物重視の採用を行い

ます。

(2) 人事評価制度

職員がその職務を遂行するに当たり発揮した能力及び挙げた業績を公正に把握・

評価することで、職員の主体的な職務の遂行と、より高い能力を持った職員の育成

を行うとともに、組織全体の士気高揚を促し、公務能率の向上につなげ、住民サー

ビス向上の土台をつくるため、適正な人事評価制度を運用します。

(3) 女性職員の活躍推進

厚岸町では平成28年４月１日に「次世代育成推進法・女性活躍推進法に基づく厚

岸町特定事業主行動計画」を策定しました。女性職員ならではの視点・能力をこれ

まで以上に業務に活かしていくことや、子育てしやすい職場づくりなど、一人ひと

りが一層活躍できるような制度や環境が求められます。

また、昇任意欲を向上させるための取組と、全ての職員が活躍できる職場づくり

の検討を進めていきます。

性別を問わず子育てや介護をしながらでも働きやすい職場環境については、全て

の職員が、上記行動計画の内容の認識を深め、行動することも重要です。



- 10 -

(4) 定員管理

職員の定員管理により効率的で効果的な町政の運営を行い、限られた人員で最大

の効果を発揮することができる組織体制を構築していくため、常に組織体制の見直

しを検討します。

また、柔軟でスリムな組織づくりを進める必要があることから、行政運営の効率

化、業務サービスの向上等を図るため、民間活力が活用できる場合には、民間委託

や指定管理者制度の導入についての検討など積極的な業務改革の推進に努めます。

さらに、将来的にはＩＣＴ等の新しい技術を活用することにより大幅に改善が図

られる業務も考えられることから、これらの導入についても検討していきます。

(5) 再任用職員の活用

再任用職員について、これまでの公務で培った経験や技術を活用し、経験やノウ

ハウを組織内で継承して、事務・事業の適正な執行と円滑な遂行と次代を担う若年

層の育成を行うため、適切な任用を行うこととします。
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２ 職員研修

本町では、これまでも職員研修に力を入れており、特に外部講師に委託して行う研

修や派遣研修などを重点的に実施してきました。

一方で「自己啓発」についての取組は、十分とはいえない状況です。職員が成長す

る機会の多くは、職務を通じて自分で調べたり、上司や同僚から学ぶ中にあります。

さらに、庁内研修や派遣研修をより効果的なものにするには、自己啓発の意識が欠

かせません。このことを踏まえ、今後は、職員が主体的に「自己啓発」に取り組める

ようなきっかけづくりや、環境の整備等に力を入れて取り組みます。

また、職員一人ひとり個性があり、得意・不得意があるのは当然で、伸ばすべき能

力や必要とする能力も個人によって異なるということを認識した上で、個人の持てる

能力を最大限に伸ばすような研修を実施する必要があります。

今後の研修制度は、「庁内研修」及び「派遣研修」に積極的に取り組むとともに、

「自己啓発」に対する意識の醸成を促進する取組などを行い、人財育成を図っていき

ます。

(1) 庁内研修

庁内研修とは、総務課が主催する、職員が職務を遂行するために必要とする一般

的な知識、技能その他基礎的な教養を習得し、特定の課題又は能力の育成について

重点的に行う研修です。

主に、職員が講師として行う研修と、外部講師に委託して行う研修があります。

新規採用職員研修や管理職員研修等では、職員が講師を務めることで、講師自身

の能力が向上する等の効果が期待できるとともに、予算の管理や文書の作成など厚

岸町の課題に合った研修を行うことでより効果的な研修にすることが可能です。

外部講師に委託して行う研修では、外部の講師から学ぶことで、専門性の高い知

識を学べるだけではなく、意識の向上を図る等の効果が期待でき、より多くの職員

が受講できるため、とても効率的です。

また、実施する研修については、状況の変化に伴い、随時検討していきます。
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＜具体的な取組＞

○厚岸町独自の研修の充実を図ります。

例 ・新規採用職員研修 ・管理職員研修 ・係長職員研修 ・中堅職員研修

・法令実務基礎研修 ・ハラスメント研修会 ・普通救命講習 など

○外部講師委託研修の充実を図ります。

例 ・接遇研修 ・人事評価（評価者）研修 ・文書作成能力向上研修

・初級職員研修 ・クレーム対応研修 ・コミュニケーション能力向上研修

・政策形成研修 ・業務改善手法研修 ・ハラスメント研修（管理職向け）

・問題発見・解決研修 ・公務員倫理研修 など

(2) 派遣研修

派遣研修とは、本来の職場から離れたところで行う研修で、本町では、外部研修

機関（北海道市町村職員研修センター、市町村アカデミー等）への派遣研修を行っ

ています。

派遣研修は、専門知識などを集中的に学ぶことができることや、他市町村等の環

境が異なる職員と受講することにより、良い刺激となり、意識の向上を図るなどの

効果が期待できます。

時代の変化に対応した研修など、そのときに必要な研修を見直し、研修の成果が

業務遂行に十分活用されるよう、費用対効果を意識しながら、充実した研修機会を

提供します。

＜具体的な取組＞

○コストを意識しながら、効果的な研修に職員を派遣します。

・釧路町村会・北海道町村会が実施する研修

・北海道市町村職員研修センターが実施する研修

・市町村アカデミーが実施する研修

・国際文化アカデミーが実施する研修

・公益財団法人北海道市町村振興協会が実施する研修
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(3) 自己啓発

自己啓発とは、自分の意志で、自分の時間と費用により、自身の能力を開発した

り、資質の向上や精神的な成長を目指したりすることを指します。

能力開発においては、職員一人ひとりの能力向上に対する意欲と主体性が重要で

あることから、自己啓発は人財育成の基本となります。

また、公務員としての職務を果たす上で、自らの能力発揮のために、日頃から自

己啓発を行い、職員としての価値を高めていくことは当然の責務であると言えます。

今後も、自己啓発に取り組みやすい環境の整備やきっかけづくりに努めていきま

す。

＜具体的な取組＞

○各種学習機会の情報提供・きっかけづくり

職員の自主的・積極的な学習活動を支援するため、各種通信教育や各種セミナー

などの情報を提供します。

○自己啓発への理解

職員の自己啓発を進めるためには、自己啓発を進めやすい職場風土の形成を図り、

職員の取組を奨励することが大切です。

○自己啓発に取り組むことができる時間の確保

自己啓発には時間がかかります。十分な時間を確保するため、業務改善に取り組

み、帰宅後の時間や休日の時間の確保を目指します。
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３ 働きやすい職場に向けて

職場の雰囲気は、職員の意欲に大きな影響を与えます。

職員の自己啓発意欲や能力向上のためには、研修などを充実させることだけではな

く、職場環境も重要であると言えます。

これからは、これまで以上に、目的・目標を共有し、職員同士がお互いを思いやり、

支え合い、学び合える職場環境にしていくことが不可欠です。

また、風通しが良く、健康で働くことができる職場であることが、働きやすい職場

とも言え、そのような職場を維持していくことが必要です。

(1) 職員の意識改革

管理職等が職員の持つ能力を伸ばそうという意識を持つことはもちろん、職員一

人ひとりが、自分の能力を伸ばすために、受け身の姿勢ではなく、自ら行動しよう

という意識を持つことが重要です。

(2) 職場内のコミュニケーションの活発化

職場において円滑なコミュニケーションをとることはとても重要です。

組織内でコミュニケーションが不足していると、意思疎通が阻害され、業務上の

連携も取れなくなり、組織としての機能が果たせなくなります。

職場におけるコミュニケーションの基本は、いわゆる「報告・連絡・相談」です。

「報告・連絡・相談」は仕事を円滑に進めるために不可欠なものであるため、全て

の職員が職場内のコミュニケーションが良好に保てるよう努めていく必要がありま

す。

また、職員同士がこれまで以上に互いを認め合い、受け入れることで良好な人間

関係の構築に繋がります。

相手を信頼し、自尊心を傷つけないよう意識して接するなど、相手との関係を良

好に保つための適切なコミュニケーションは、働きやすい職場環境づくりのために

必要不可欠です。
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(3) 研修に参加しやすい体制

職員が研修に参加しやすいよう、職場全体で研修に対する理解を深めるとともに、

研修担当においても、より効果的な研修計画を作成し、早めに職員に研修実施時期

を周知するなど、研修を受講しやすい環境づくりを推進します。

(4) ハラスメント対策

セクシュアル・ハラスメントやパワー・ハラスメントをはじめとする各種ハラス

メントの防止に向けて、管理職向けと一般職員向けのハラスメント研修を実施する

とともに、職員の倫理や処分等に関する規定を整備し、ハラスメントの抑止に努め

ます。

また、様々な年代のハラスメント相談員を配置し、被害者に対する相談体制を充

実し、職員が職場で発生した問題等を１人で抱え込まずに速やかに相談することが

できる環境づくりに努めます。

なお、万が一職場内においてハラスメントがあった場合には、厚岸町職員のハラ

スメントの防止等に関する要綱に基づき事実関係を調査するとともに、その対応措

置を審議し、行為者に対し必要な指導・助言等行います。

また、調査の結果、ハラスメントの事実が確認されたときは、行為者及びその所

属長等に対し、懲戒処分を含めた必要かつ適切な措置を講ずることとなります。
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(5) ワーク・ライフ・バランスの推進

本町では、令和元年５月17日に「厚岸町職員のワークライフバランスの推進に関

する指針」を定めており、この指針に基づき、時間外勤務の削減や業務改善、各種

有給休暇の取得促進などの「働き方改革」を推進していきます。

また、職員が子育てや介護の個々の生活状況に対応しつつ、その能力を十分発揮

することができる職場環境づくりの検討を継続的に進めていきます。

(6) 心と体の健康管理

職員が前向きに活き活きと仕事をし、その能力を伸ばしていくためには、心身と

もに健康であることが何よりも大切です。健康維持のために、職員自らの健康管理

はもとより、健康診断の実施や健康に関する講習会の実施など、健康で働きやすい

職場づくりに努めます。
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Ⅴ 今後に向けて

将来の厚岸町へ

職員一人ひとりが、厚岸町の将来を見据え、厚岸町をもっと元気なまち、

そして町民だれもが心から誇りを持てるまちにしていくため、日々、自己啓

発に励み、人財育成を意識し、理想とする組織・職員を目指します。

この『厚岸町職員人財育成基本方針』を職場内で共有し、具体的に行動を

起こし、より良い「人財」を育成していきます。

本指針は、社会情勢や環境の変化に応じて、見直しが必要と判断した場合

は、随時見直しを行います。

厚岸町職員人財育成基本方針

作成 厚岸町総務課

〒088-1192 北海道厚岸郡厚岸町真栄３丁目１番地


